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今回の創発ｅｙｅｓは注目を集めるコーポレートガバナンス・コードについて。
改訂の動向を見据えた検討を行う重要性、その際に参考となる国際コーポレートガバナンスネットワーク
（ＩＣＧＮ）の方針について言及しています。
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創立５０周年記念シンポジウム開催

　３月１８日、日本橋の三井ホールで、「スマート農業が興す農村デジタルトラ
ンスフォーメーション」と題するシンポジウムを開催しました。年度末の忙しい
時期にもかかわらず、６００名を超える方々から参加意向を頂き、４００数十名
のご参加を頂きました。お忙しい中ご参加頂いた方々に対して心より御礼申し上
げます。

　２年前にスマート農業のシンポジウムを開催した際にも、今回に迫る数の方々
のご参加を頂きました。生産額でＧＤＰの２パーセントに満たない農業のイベン
トに、かくも多くの方々の関心を得られるのは何故でしょうか。

　一つには、農業の重要性に対する認識があるでしょう。全ての生活と活動を支
えている農産がどのように変わっていくかに、多くの人が関心を持っています。
日本の農業の危機的な状況がこうした関心を一層高めています。

　ＡＩやＩｏＴの実装の場としての農業に関心を持たれている人も多いでしょ
う。十数年間組織として農業に取り組んできた立場から見ると、昨今の農業への
関心は革新技術への関心とある程度連動しているように見えます。

　もう一つあると思うのは、農業の社会的な位置付けが変わる、という潜在的な
意識です。農産物は自然の恵みである半面、世界的に見ると、自然環境に負荷を
かけてきた面があるのは否定できません。一方で、最近では、気候変動で農業が
自然の脅威に晒される可能性が高まっています。労働条件については、都会での
第三次産業などに比べ、全ての人の生活を支えている農業の現場で働く人への報
酬が低く過ぎるのではないか、と思っている人がたくさんいます。こうした農業
に対する気持ちが、ＳＤＧｓやＥＳＧへの関心が高まる世界的な風潮によって底
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上げされているように思うのです。

　我々は問題を多面的に捉えて、真の農業の再興とは何かを考えていきたいと思
います。そのために学ぶべきことは絶えません。

 創発戦略センター
スペシャリスト
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経営計画策定で考慮すべきコーポレートガバナンス・コードの今後の改訂

　企業が中長期の経営計画を策定するにあたり、規制強化や技術進歩など外部環
境の変化について一定の仮定を置くことは一般的である。例えば、自動運転であ
れば、どこまで人間の関与なしに運転できるかという技術的な進歩に加え、自動
運転車が事故を起こした場合の責任の所在といった法的な側面における議論もモ
ニターし、必要に応じ経営計画に反映することは理に適っている。

　日本において投資家を含むステークホルダーからの関心がここ数年急激に高
まっているものにコーポレートガバナンスがある。そこで中長期経営計画の策定
時に考慮すべき外部環境の変化として、コーポレートガバナンス・コードの改訂
の動向を見据えておくことは同様に有効であろう。わが国のコーポレートガバナ
ンス・コードは、今までのところ、３年に１度改訂が行われており、同じ頻度で
行われるとすると、通常３～５年の中期経営計画の期間中に改訂が行われる可能
性が高い。

　今後の改訂内容を予想するにあたり、有益な手掛かりとして国際コーポレート
ガバナンス・ネットワーク（ＩＣＧＮ）の掲げるグローバル・ガバナンス原則が
ある。ＩＣＧＮは世界の機関投資家が設立した業界団体の１つで、主に企業のガ
バナンスの強化を目標としている。ＩＣＧＮに注目するのは、同団体が世界各国
のコーポレートガバナンス関連の規制に積極的に意見表明していることに加え、
同コード改訂を主導した金融庁の「スチュワードシップ・コード及びコーポレー
トガバナンス・コードのフォローアップ会議」にも同団体の代表が参加している
ためである。

　日本のコーポレートガバナンス・コードは（１）株主の権利・平等性の確保、
（２）株主以外のステークホルダーとの適切な協働、（３）適切な情報開示と透
明性の確保、（４）取締役会等の責務、（５）株主との対話の５つの基本原則か
ら構成されており、それぞれについてより詳細な原則および補充原則が規定され
ている。

　一方、ＩＣＧＮグローバル・ガバナンス原則は（１）取締役会の役割と責務、
（２）指導力（Ｌｅａｄｅｒｓｈｉｐ）と独立性、（３）取締役会の構成と指
名、（４）企業文化、（５）リスクの監督、（６）報酬、（７）報告と監査、
（８）株主の権利の８つの原則から構成され、それぞれに指針が付与されてい
る。

　ＩＣＧＮグローバル・ガバナンス原則の指針を基点に、わが国のコーポレート
ガバナンス・コードの原則と対照してみると、（１）取締役会の役割と責務、
（２）指導力（Ｌｅａｄｅｒｓｈｉｐ）と独立性については多くの項目がコーポ
レートガバナンス・コードでもカバーされている。しかし、他の６原則について
は部分的にカバーされているものの、わが国のコーポレートガバナンス・コード
に未だ言及がない項目も目立つ。

　もちろんＩＣＧＮの代表が同コードの改訂にかかわっているからといって、同
団体の原則の全てがコーポレートガバナンス・コードに導入されるということは
考えにくい。しかし、海外機関投資家の関心事としてＩＣＧＮグローバル・ガバ
ナンス原則に示される内容がわが国の次回のコーポレートガバナンス・コード改
訂の際に考慮される可能性は十分考えられる。

　したがって、改訂を待って事後対応するのではなく、投資家を含むステークホ
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ルダーからの関心が高まる事項として、ＩＣＧＮグローバル・ガバナンス原則の
（３）から（８）について取締役会で議論し、中長期の経営計画でそれに対する
姿勢を開示していくことこそ重要といえよう。例えば、ＩＣＧＮグローバル・ガ
バナンス原則において取締役の指名および報酬体系の決定プロセスについて言及
がある。いずれもこれまでは一般的な表現にとどまり、具体的な説明がなされる
ことは必ずしも多くなかった。そこでいかに優秀な取締役を招聘し、インセン
ティブを与えるかを詳述することは、事業ポートフォリオ、事業戦略、経営資源
の調達と分配、目標計数などを掲げる中長期経営計画の実効性を補強することが
できるはずだ。

創発戦略センター
逸見 拓弘

第２回　個人が主体的に選択するデータ利活用の可能性

　交通の分野に限らず、利用者の個人情報や個人に紐づく情報（以下では個人情
報や個人に紐づく情報をまとめて「個人データ」と呼ぶ）は、事業者によって収
集され、自社のビジネスに活用されることが専らである。特に近年では、ＧＡＦ
Ａ（Ｇｏｏｇｌｅ、Ａｍａｚｏｎ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、Ａｐｐｌｅ）に代表され
るような、個人データを収集して自社ビジネスに利活用して多額の利潤を獲得す
る事業者の台頭がめざましい。しかし、本来個人データは個人の所有物であり、
事業者の所有物ではない。個人が自身の個人データをコントロールできるように
し、個人の意思で事業者へ提供・運用して十分な恩恵を受けることができる枠組
みを設計して、無断で事業者に個人データを利用されない制度を構築することが
急務である。

　個人自身が個人データをコントロールできるようにすることは、実は個人側だ
けでなく事業者側にもメリットを生む余地も大きい。個人自身が自ら個人データ
を統合することで、これまで集約が実現していなかった個人データの集約が実現
され、データの価値が高まるといったケースが一例だ。例えば、複数のＥＣで購
入した商品の購入履歴を個人が一括管理し、個人の判断でＥＣ事業者に提供する
のであれば、ＥＣ事業者は他社ＥＣでの購入履歴も知ることができるようにな
り、従来できなかった観点での自社サービス分析が可能となる。結果として、
サービス向上につなげることができるだろう。また、過去の複数の診察履歴を個
人が一括管理し、個人の判断で医師に提供するのであれば、医師は過去の診察履
歴を参考として、より適切な診断を下すことができるようになるだろう。

　交通の分野でも、日々の生活行動データや各種交通機関での決済データを個人
が一括管理し、個人の判断で行政へ提供するのであれば、行政はパーソントリッ
プ調査等の各種行政調査の経費を大幅に削減でき、その分の経費を公共サービス
やインフラ整備に活用できる。また、これまでは１０年に一度しか知り得なかっ
た地域住民の移動状況をより頻繁に把握できるようになり、公共交通の一層の効
率化・充実化を図ることができる可能性も生まれる。

　ＥＵでは、２０１８年５月に一般データ保護規則（ＧＤＰＲ）を施行され、個
人データの所有権は個人に帰属することが明確にと規定された。ＧＤＰＲでは、
特定のサービスで取得された個人データを他のサービスでも再利用できる「デー
タポータビリティ権」や、個人データを個人の判断で管理者側から削除できる
「削除権」などが明記され、欧州圏を市場とする各ＩＴプラットフォーム企業は
この規定を遵守するような個人データ利活用システムの開発を加速させている。
個人起点の個人データ利活用によって市場を席巻しているといえる企業はまだ出
現していないが、ＥＵ圏でそのような企業が出現するのも時間の問題であろう。

　一方で、日本国内では、個人データ利活用に関する政府の指針が具体化されて
いないために、各ＩＴプラットフォーム企業により個人データ取り扱いに関する
考え方の足並みが揃わず、システム開発の方向性も異なっているという現状があ
る。日本国内でも、各企業のデータ利活用ステムの開発を加速させるためにも、
まずは政府が、個人データの帰属や個人が行使できる権利、個人データ利活用の



際の規則など、個人データの取り扱い全般に関する指針を具体的に示していくべ
きであろう。

　この連載のバックナンバーはこちらよりご覧いただけます。

　　　このメールは創発戦略センターメールマガジンにご登録いただいた方、シンポジウム・セミナーなどにご参加
　　　いただきました方、また研究員と名刺交換した方に配信させていただいております。

【発行】 株式会社日本総合研究所　創発戦略センター
【編集】 株式会社日本総合研究所　創発戦略センター編集部

〒141-0022　東京都品川区東五反田2丁目10番2号
東五反田スクエア

TEL：03-6833-6400　FAX：03-5447-5695
＜配信中止・配信先変更＞

https://www.jri.co.jp/company/business/incubation/mailmagazine/privacy/

※記事は執筆者の個人的見解であり、日本総研の公式見解を示すものではありません。

https://www.jri.co.jp/column/medium/opinion/
https://www.jri.co.jp/company/business/incubation/mailmagazine/privacy/

	ローカルディスク
	創発 Mail Magazine


